
1 
 

[ RETIO メルマガ ]━━━━━━━━━━━━━━━━━━━(第 237号)━━ 

 

          ～宅建取引士試験合格者の皆さんに 

        さまざまな情報をお届けするメールマガジン～ 

 

             配信日：2026.8.1（土） 

          一般財団法人 不動産適正取引推進機構 
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┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※ 編集長ご挨拶 ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

このメルマガは、当機構が実施している宅地建物取引士資格試験に合格した方々と事業者 

（宅地建物取引業者・住宅管理会社）を対象として、希望者に無料でお送りする情報サー 

ビスです。（当機構が実施する以前の試験に合格した方も対象です。） 

現在、宅建業に従事している方には実務に役立つ情報を提供するとともに、他の方々にも 

参考にしていただける情報を提供することを編集方針としています。 

なお、メルマガ会員の皆さんの個人情報は法令及び当機構のプライバシーポリシーに従い 

適正に取り扱うこととしております。 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※  目 次  ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

 

◆ 今月の視点     ・・・不動産売買契約書等の共通化に向けた取り組みについて 

◆ 当機構からのお知らせ・・・新刊出版物のご案内 

◆ 行政の動き     ・・・「リースバックに関するガイドライン」策定ほか 

◆ 最近の裁判例から  ・・・管理規約説明義務違反 

◆ マーケットの動き  ・・・国土交通月例経済ほか 

◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ  ・・・各種団体のセミナー・研修等 

 

                  

◆◇◆ 今月の視点 ◆◇◆ 
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★☆《不動産売買契約書等の共通化に向けた取り組みについて》☆★ 

 

RETIOのメールマガジンをご覧いただいている皆様、こんにちは。 

本年５月、公益社団法人全日本不動産協会（全日）、公益社団法人全国宅地建物取引業協 

会連合会（全宅連）、一般社団法人不動産流通経営協会（FRK）、一般社団法人全国住宅産 

業協会（全住協）の不動産業界 4団体から、「不動産売買契約書等の共通化に向けた取り組 

み」を進めることで合意したとの発表がありました。 

https://www.zentaku.or.jp/cms/wp-content/uploads/2026/05/20260511_news-

release-1.pdf（全国宅地建物取引業協会連合会 HP、５月 11日お知らせより） 

 

この取り組みは、これまで不動産業界団体ごとに異なっていた不動産売買契約書や関連 

書類の書式を統一し、消費者にとって分かりやすく、事業者にとっても使いやすい仕組み 

を構築することを目的としたもので、全国で多くの事業者が共通の契約書を利用すること 

になれば、日本の不動産取引における大きな転換点となる可能性があります。現時点では 

４団体で検討が続いており、共通化の具体的内容は発表されていませんが、取り組みの背 

景、想定される検討点、検討スケジュールなどについて説明させていただきます。 

 

現在、不動産事業者において使用されている売買契約書は、各事業者の所属する不動産業 

界団体がその会員向けに作成したものになっています。契約書の各条項は、宅地建物取引業 

法や民法に基づき作成されたものであり、異なる業界団体が作成した契約書であっても、基 

本的な構成や法的効力には大きな違いはありませんが、不動産業界団体によって、契約書の 

レイアウト、各条項の表現ぶりなどで異なっている部分があります。 

 

 現行の売買契約書においては、書式レイアウトなど形式的な部分を別にすると、次の事項 

が主な実務上の相違点として知られており、この部分も含めた内容の共通化が行われるも 

のと想定されます。（以下、戸建て住宅の個人間売買での契約条項となります。） 

・住宅ローン特約（ローン解除）条項 

Ａ業界団体の契約書： 

「融資未承認の場合の契約解除期限までに融資の全部又は一部について承認を得られな 

いとき、又、金融機関の審査中に契約解除期限が経過した場合には、この契約は自動的に 

解除となる（抄）」 

Ｂ及びＣ業界団体の契約書： 

「融資承認取得期日までに、融資の全部又は一部の金額につき承認が得られないとき、ま 

たは否認されたとき、買主は、売主に対し、契約解除期日までであれば、本契約を解除す 

ることができます（抄）」 

Ａ団体は「契約が自動的に解除となる」という解除条件型である一方、Ｂ及びＣ団体は 

https://www.zentaku.or.jp/cms/wp-content/uploads/2026/05/20260511_news-release-1.pdf
https://www.zentaku.or.jp/cms/wp-content/uploads/2026/05/20260511_news-release-1.pdf
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「解除期日までであれば契約解除ができる」という、期限内に解除権を行使して初めて解 

除できる解除権留保型となっています。 

・契約不適合責任条項 

Ａ業界団体の契約書： 

「買主は、売主に対し、本物件の修補を請求することができる。（中略）買主は、本物件 

の引渡し後標記（契約書別記部分）に定めた期間を経過するまでに売主に本物件に契約不 

適合がある旨を通知しなかった場合、売主に対して本条に定める権利を行使できないも

のとする（抄）」 

 Ｂ及びＣ業界団体の契約書： 

「引き渡し完了日から３ヶ月以内に通知を受けたものにかぎり、契約不適合責任を負い 

ます。ただし建物については次の場合のみ責任を負います。①雨水の浸入を防止する部分 

の雨漏り、②建物の構造耐力上主要な部分の腐食、③シロアリの害、④給排水管・配水桝 

の故障（抄）」 

Ａ団体では契約書で定めた期間までに買主から売主に契約不適合の通知をすることとし 

ていますが、Ｂ及びＣ団体では引き渡しから３ヶ月以内に通知をすることとし、建物につい 

ての契約不適合責任を①～④の４点に限定しています。 

 また、今回の書式の共通化は、上記の売買契約書にとどまらず、重要事項説明書、物件状 

況報告書、付帯設備表などの関連書式についても行われる予定となっています。 

 

広範囲に渡る書式共通化の背景には、2019年４月に国土交通省が策定した「不動産業ビ 

ジョン 2030 ～令和時代の『不動産最適活用』に向けて～」において、不動産業界の透明 

性向上やデジタル化推進の一環として「取引書式の共通化」が重要課題として挙げられたこ 

とがあります。 

最近時、急速に IT重説や電子契約が進展する状況で、契約書式そのものが共通化されれ 

ば、電子契約システムとの連携や、契約情報の保存や検索なども更に行いやすくなります。 

その意味では、今回の書式共通化は、単なる書式の統一にとどまらず、不動産取引の共通イ 

ンフラにもなり得るものと思われます。 

 

さて、以上の共通化に向けた取り組みの検討スケジュールですが、次のとおりです。 

2026年度上半期：物件状況報告書、付帯設備表の共通化案策定 

2026年度中：共通化した不動産売買契約書並びに関連書式に係る解説書の発刊 

2026年度中：各団体において会員への周知啓発、共通書式利用体制等の構築 

2027年４月～：共通化した不動産売買契約書の運用開始 

 

不動産実務においては、是非とも押さえておかないとならないポイントとなりますので、 

詳細情報については、適宜、本メールマガジンでお知らせしてまいります。 
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当機構では、このメールマガジンを通じて、今後とも不動産取引をはじめとした不動産に 

関する情報発信を続けてまいりますのでよろしくお願いいたします。 

 

 

                   

◆◇◆ 当機構からのお知らせ ◆◇◆ 

                   

 

★☆《新刊出版物のご案内》☆★ 

 第 127 回講演録 

「区分所有法の改正と改正による不動産業者への影響」 

 ～マンションの管理と再生の新しい仕組み～ 

マンション・区分所有法の改正全般に関して、不動産業者の観点から、あるいは不動産取 

引の観点から、今回の改正をどのように捉えるべきかについて、山下・渡辺法律事務所の 

弁護士渡辺晋先生に解説いただいた講演録です。（講演日：令和 7年 11月 28日） 

（687円 税込み） 

 →書籍購入お申込み 

 

「最新・宅地建物取引業法 法令集」（令和８年６月１日現在公布） 

改正された宅建業法、宅建業法施行令、宅建業法の解釈・運用の考え方等の内容を盛り込ん 

でいます。実務担当者の利便性を重視し、宅建業法およびこれに基づく法令で特に基本的な 

ものを掲載しています。（935円 税込み） 

 

「不動産売買の手引」（令和７年度版） 

不動産売買においてトラブルに巻き込まれることなく、安全な取引をするために注意すべ 

き事項を、購入の計画から取引終了まで段階ごとにわかりやすく説明しています。（220円 

 税込み） 

 

「住宅賃貸借（借家）契約の手引」（令和７年度版） 

賃貸住宅の契約について、物件選定から退去までを順に、借主、貸主等当事者がトラブルに 

巻き込まれないよう、注意すべき点をわかりやすく説明しています。（220円 税込み） 

→当機構ホームページ 

 

機関紙ＲＥＴＩＯ 142 号（2026年夏号）好評発売中！ 

 →ＲＥＴＩＯ購入お申込みはこちら 

https://www.retio.or.jp/publication/
https://www.retio.or.jp/publication/
https://www.retio.or.jp/retio/
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◆◇◆ 行政の動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《「リースバックに関するガイドライン」策定》☆★ 

国土交通省は、住宅のリースバック取引を巡るトラブル防止や消費者保護の強化を目的と 

して、「住宅のリースバック取引における宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（リー 

スバックに関するガイドライン）」を策定しました（令和８年 10月１日施行）。 

売却後も住み続けられる仕組みとして利用が広がる一方、契約内容や買戻し条件を巡る課 

題も指摘されています。ガイドラインでは、宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方を明 

確化し、事業者に対して適切な説明や契約手続きを求めることで、利用者が安心して取引 

できる環境整備を進めます。（7月 28日公表） 

→国土交通省ホームページ 

 

 

★☆《令和８年版「土地白書」について》☆★ 

令和８年の「土地白書」が７月 10日閣議決定され、公表されました。 

本年の白書では、増加する低未利用土地・不動産の利活用について取り上げられています。 

→国土交通省ホームページ 

 

 

★☆《「地域とくらしのパートナー」を冠した施策パッケージを始動》☆★ 

国土交通省は、地域の不動産業者の役割と期待を表す新しいキャッチフレーズ「地域とくら 

しのパートナー」を冠し、不動産業者を核とした地域の多様なプレーヤーとの協業による空 

き家・空き地等の流通や利活用を通じた地域の価値創造を応援します。 

 ７月 15日、その第一弾として下記を発表しました。 

１．新キャッチフレーズを発表したシンポジウムの YouTube動画の公開 

２．「地域価値共創モデル事業」の新規採択事業の発表 

３．「不動産業アワード」国土交通大臣賞の新設 

 →国土交通省ホームページ 

 

 

★☆《令和 7年度の住宅性能表示制度の実施状況について》☆★ 

令和７年度における設計住宅性能評価書を交付した住宅は、平成 13年度の制度開始後、最 

多戸数となりました。また、新設住宅着工戸数に対する設計住宅性能評価書の交付割合は、 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr3_000001_00034.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo02_hh_000001_00116.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo16_hh_000001_00125.html
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40.7％となり、10年連続で増加しました。（７月 17日公表） 

 →国土交通省ホームページ 

 

 

★☆《新築戸建ての着工戸数のうち長期優良住宅の認定取得割合が約５割に！》☆★ 

国土交通省は、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づく、長期優良住宅の認定 

状況について、 全国の所管行政庁の令和７年度の認定実績に係る調査結果をとりまとめ、 

新築戸建て住宅における長期優良住宅の認定取得割合が約５割になったと発表しました。 

（７月 17日公表） 

 →国土交通省ホームページ 

 

                   

◆◇◆ 最近の裁判例から ◆◇◆ 

                   

 

【管理規約説明義務違反】 

管理組合が店舗用途での使用を認めていないことの説明を怠った媒介業者に対する借主の 

損害賠償請求が認められた事例（東京地判 令 6・3・21  2024WLJPCA03218005） 

 

１ 事案の概要 

 令和 3年 8月、都内でエステサロンを営んでいたＸ（原告・借主・個人事業主）は、当時 

営業していた店舗では手狭に感じるようになり、その賃貸借契約の期間満了も近付いてい 

たことから、宅建業者Ｙ２（被告・媒介業者）に対して、代替物件の紹介を依頼した。 

 同年 9月、Ｙ２は、Ｙ１（被告・媒介業者）から情報入手した分譲マンション（本マンシ 

ョン）3 階のＡ所有の 1 室（本物件）をＸに紹介し、ＸはＹ２とともに内覧した。その後、 

ＸはＹ２を通じてＹ１に対して、本物件でのエステサロン営業の可否を照会したところ、Ｙ 

２から可能との回答を受けたことから、本物件の賃借申込を行った。なお、Ｙ１は回答にあ 

たりＡに確認したのみで、本マンションの管理組合や管理会社への確認は行わなかった。 

 同年 10月、Ｙ１とＹ２からＸに重要事項説明がなされ、両者の媒介によりＡとＸ間の本 

物件の賃貸借契約（本契約）が締結された。 

【本契約の概要】 

月額賃料：269,500円 

保証金：735,000 円 

礼金：269,500円 

用途・目的：店舗・エステサロン 

なお、本契約の重要事項説明書にも同様の記載がなされていた。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_001351.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_001350.html
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 本契約締結の直後にＸが本物件を訪れたところ、本マンションの管理人から、本マンショ 

ンでは専有部分を店舗として使用するには管理組合の承認が必要となるが、３階以上では 

その承認は受けられない旨を聞かされた。これを受けてＸはＹ１に対して、損害の賠償を求 

めたところ、Ｙ１から正当な範囲内の賠償をする旨の回答メール（本回答）を受けた。 

 同年 11月、ＸはＹ１に対して、支払済賃料・保証金・礼金、媒介報酬、支払済内装工事 

費用等（計 214万円余）と休業補償（165万円余）の支払いを求めた。 

 同年 12月、Ｘは本契約を解除した。またこの頃、Ｙ１からＸに解決金として 30万円を支 

払う意向が示されたが、Ｘはこれを拒否した。 

 令和４年２月、Ｘは、(1) Ｙ１に対しては損害賠償の合意に従い、(2) Ｙ１及びＹ２に対 

しては本物件がエステサロンとして使用可能との誤った説明をしたとして、上記金額（計 

379 万円余）の支払いを求めて提訴した。 

 これに対して、Ｙ１は、本回答は一定の金銭支払いによる合意解決に向けた誘因に過ぎず、 

管理規約上の制限の確認をＸから求められておらず責任はない等として、Ｙ２は、Ｙ１にエ 

ステサロンとしての利用可否を確認しており、調査義務は果たした等として両者とも争っ 

た。 

 

２ 判決の要旨 

 裁判所は、概要次のとおり判示し、Ｘの請求を一部認容した。 

（Ｙ１との損害賠償合意の有無） 

 たしかにＹ１はＸに対して損害を賠償する旨の回答をしているが、本回答は具体的な損 

害賠償の金額や方法等も定まっておらず、これは合意したものと看做すことはできない。 

（Ｙ２の責任について） 

 Ｙ２は、Ｘの本物件の利用目的がエステサロンであることを認識しており、Ｘに対して仲 

介契約に基づきその可否についての調査説明義務を負うものと認められる。しかしながら 

実際には、管理規約の運用上本物件のその目的での利用はできなかったにもかかわらず、Ｙ 

２はＹ１とともに、本物件で係る目的での利用が可能である旨の重要事項説明を行ってお 

り、仲介契約に基づく確認・説明義務に違反する債務不履行があったと言える。 

 たしかにＹ２は、係る利用の可否についてＹ１に照会の上でＸに回答しているが、これを 

もって履行を尽くしたとも言えない。 

（Ｙ１の責任について） 

 Ｙ１は貸主側の媒介業者であり、Ｘと直接の契約関係はないが、Ｘに対して信義誠実義務 

と専有部分の利用の制限に関する管理規約の定めを含む重要事項説明義務を負っている 

（宅地建物取引業法 31条１項及び 35条１項６号）。本物件でエステサロンの営業ができる 

か否かはＸにとって契約締結の当否を判断する上で重要な要素であり、Ｙ２を通してＸか 

らその可否の確認を求められていたこともあり、Ｙ１はその確認を行って説明すべき立場 

にあったというべきである。 
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 しかしながらＹ１は、Ａに確認するのみで漫然とエステサロンとしての利用に問題ない 

旨を回答するに留まっており、Ｘに対する不法行為を行ったというべきである。 

（結論） 

 よって、ＸのＹらに対する本物件の賃借等に要した費用（計 214万円余）の請求は認めら 

れ、Ｙらの責任は不真正連帯関係となる。一方、休業補償については、Ｘがどの程度利益を 

得られたかは証拠上明らかではなく、認められない。 

 

３ まとめ 

 本件は、媒介業者の調査不足に起因し、賃借した建物での営業ができなかった賃借人の損 

害賠償請求が認められた事例です。この判決を不服としたＹ１のみが控訴したものの、同様 

の判旨で控訴は棄却されています。 

 本事例と同様に「マンション管理規約により焼肉店営業を行えなかった借主の損害につ 

き仲介業者・貸主に賠償責任が認められた事例」（東京地判 令 3.8.25 RETIO127-160）も見 

られ、区分所有建物を事業目的での売買・貸借の媒介を行う際は特に、買主・借主の利用目 

的に管理規約上問題がないかについて、しっかり確認する必要があるといえるでしょう。 

 また、本事例においては、借主側の媒介業者の責任も認められています。実務においては、 

売主側や貸主側の媒介業者が重要事項説明書を作成することが多いと思われますが、本事 

例でも判示されている通り、重要事項説明については、関与する宅建業者全てが連帯して責 

任を負う必要があるものであり、買主側や借主側の媒介業者であったとしても、その内容の 

確認には細心の注意を払う必要があるでしょう。 

 

                   

◆◇◆ マーケットの動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《国土交通省》★☆ 

国土交通月例経済（令和８年７月号）（７月 27日公表） 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★ 

指定流通機構（レインズ）の物件動向６月分（７月 10日公表） 

指定流通機構（レインズ）の活用状況６月分（７月 21日公表） 

 

★☆《日本不動産研究所》★☆ 

不動研住宅価格指数５月値（７月 29日公表） 

 

★☆《土地総合研究所》★☆ 

https://www.mlit.go.jp/report/press/joho03_hh_000237.html
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/bukken/bukken2606.pdf
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/katsuyo/katsuyo2606.pdf
https://www.reinet.or.jp/?p=39276
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今月の不動産経済（2026年７月号）（７月７日公表） 
 

★☆《不動産経済研究所》★☆ 

首都圏新築分譲マンション市場動向 2026年６月度（７月 21日公表） 

近畿圏新築分譲マンション市場動向 2026年６月度（７月 21日公表） 

首都圏新築分譲マンション市場動向 2026年（上半期）（７月 21日公表） 

近畿圏新築分譲マンション市場動向 2026年（上半期）（７月 21日公表） 

 

                   

◆◇◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ◆◇◆ 

                   

 

以下の団体によるセミナー等が各ＨＰに掲載されておりますのでご参照ください。 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★  

 

「令和 8年度不動産コンサルティング技能試験」申込受付中 

受験対策講座「不動産コンサルティング入門研修」申込受付中 

スコア検定の過去問トレーニング！「スコア eラーニング」申込受付中 

月刊「不動産コンサルティングプラス」毎月 1日発刊 

不動産取引 DX 支援ツール「物件調査編」！物件調査がスムーズに！ 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

発行 一般財団法人不動産適正取引推進機構 

TEL   03-3435-8111 

FAＸ   03-3435-7576 

https://www.retio.or.jp 

※このメールマガジンの掲載内容は転載フリーです。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

☆ 送信元のメールアドレスは送信専用ですので、このメールへの返信によるご質問、 

お問い合わせにはお答えできませんので、ご了承ください。 

☆ メール配信を停止したい場合や登録情報を変更する場合は、 

  宅建試験合格者の方は こちら %url/https:ath:mailmagazine% 

事業者の方は こちら %url/https:ath:G_mailmagazine% 

https://www.lij.jp/pub_f/monthly_data/2026_07.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/681/nlsUcB71.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/680/nlsUcB72.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/679/s2026-16.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/678/k2026-16.pdf
https://www.retpc.jp/rcm/exam/
https://consul-e.retpc.jp/
https://www.retpc.jp/score-kentei/e-learning/
https://www.retpc.jp/hon/consulting-plus/
https://www.retpc.jp/dx/research/
https://www.retio.or.jp/
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  にてお手続き下さい。 

 


